
法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
(2019年１月１日から2019年12月31日まで)

連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきまして
は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙



連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

イ．連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　　　24社（うち海外14社）
連結子会社の名称　　　　　　　　日東公進株式会社

和光株式会社
東洋圧造株式会社
日東工具販売株式会社
株式会社ニッセイ
株式会社ファイン
東陽精工株式会社
株式会社協栄製作所
株式会社伸和精工
松浦屋株式会社
NITTO SEIKO (THAILAND) CO.,LTD.
PT.NITTO ALAM INDONESIA
旭和螺絲工業股份有限公司
香港和光精工有限公司
日東精密螺絲工業（浙江）有限公司
SHI-HO INVESTMENT CO.,LTD.
VIETNAM WACOH CO.,LTD.
THAI NITTO SEIKO MACHINERY CO.,LTD.
PT.INDONESIA NITTO SEIKO TRADING
NITTO SEIKO AMERICA CORPORATION
MALAYSIAN PRECISION MANUFACTURING SDN.BHD.
伸和精工(香港)有限公司
先端精密金属制品(深セン)有限公司
松浦屋香港有限公司

　当連結会計年度より、従来持分法適用の範囲に含めておりました松浦屋株式会社を子会社化したことによ
り、同社及び同社の子会社である松浦屋香港有限公司の２社を連結の範囲に含めております。

ロ．非連結子会社の状況
非連結子会社の名称　　　　　　　日東精工SWIMMY株式会社
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連結の範囲から除いた理由
　総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも少額
であり、重要性が乏しいため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
イ．持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法適用の関連会社の数　　　１社
持分法適用の関連会社の名称　　九州日東精工株式会社

ロ．持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
持分法を適用していない関連会社の数　　　５社
関連会社の名称　　　　　　　　九州日東精工香港有限公司

KYUSHU NITTO SEIKO (THAILAND) CO.,LTD.
Q-NT HONG KONG (CAMBODIA) CO.,LTD.
九州日東貿易（大連）有限公司
台湾九州日東精工有限公司

持分法を適用しない理由
　連結純損益（持分に見合う額）及び連結利益剰余金（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微であり、か
つ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの………………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）
　なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融
商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を連結決算日の損益
に計上しております。

時価のないもの………………移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・原材料・貯蔵品…………主として、移動平均法
仕掛品……………………………主として、先入先出法
産業機械の製品・仕掛品………個別法
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ハ．デリバティブ
　時価法によっております。

⑵　重要な固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

・リース資産以外の有形固定資産
　当社及び国内連結子会社は、主として定率法によっております。ただし、在外連結子会社と1998年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物…………………３年～50年
機械装置及び運搬具……………４年～12年

・リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員への賞与の支出に備えるため、支給対象期間に応じた支給見込額を引当計上しております。

ハ．役員退職引当金
　一部の子会社は、役員の退職金支出に備えるため、役員退職金内規により算定した所要見込額を計上し
ております。

ニ．役員株式給付引当金
　当社は、株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社株式の交付に備えるため、
当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異は、10年による定額法により、発生し
た期の翌期から処理しております。また、一部の子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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ロ．のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却は５年間の均等償却を行っております。

ハ．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会
計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区
分に表示する方法に変更しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

現金及び預金 70,527千円
土地 981,641千円
建物及び構築物 367,194千円
機械装置及び運搬具 801千円
その他 7,035千円

合計 1,427,200千円
担保に係る債務の金額 806,218千円

　債務の担保に供している資産は上記のほか、連結上消去されている関係会社株式が14,331千円あります。
２．有形固定資産の減価償却累計額 21,686,907千円
３．受取手形割引残高 83,410千円
４．電子記録債権割引残高 7,627千円
５．連結会計年度末日満期手形の会計処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満期日
に決済が行われたものとして処理をしております。当連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりでありま
す。

受取手形 129,847千円
電子記録債権 31,305千円
支払手形 13,865千円
電子記録債務 77,452千円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 39,985,017株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ３ 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 244,299 6.50 2018年12月31日 2019年３月29日

2 0 1 9 年 ８ 月 ９ 日
取 締 役 会 普通株式 225,507 6.00 2019年６月30日 2019年９月９日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年３月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 223,105 6.00 2019年12月31日 2020年３月31日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、余資は主に安全性の高い金融資産で運用することとしており、調達は主に銀行借入によっ
ております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに期日及び残高管理を行い、回収懸念の早期把
握や貸倒れリスクの軽減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、時価のある株式につ
いては四半期ごとに時価の把握を行い、時価のない株式等については定期的に発行体の財務状況等の把握を行
っております。
　借入金の用途は、主に運転資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません。（（注２）を
参照）

単位：千円（未満切捨て）
連 結 貸 借 対 照 表
計　 上 　額（※） 時　　　 価（※） 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 10,103,958 10,103,958 －

⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,574,769 8,574,769 －

⑶ 電 子 記 録 債 権 2,745,105 2,745,105 －

⑷ 未 収 入 金 738,358 738,358 －

⑸ 投 資 有 価 証 券 1,401,354 1,401,596 242

⑹ 長 期 預 金 80,000 80,000 －

⑺ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 (4,290,490) (4,290,490) －

⑻ 電 子 記 録 債 務 (2,821,609) (2,821,609) －

⑼ 短 期 借 入 金 (2,574,032) (2,574,032) －

⑽ 未 払 金 (316,517) (316,517) －

⑾ 未 払 法 人 税 等 (414,457) (414,457) －

⑿ 長 期 借 入 金 (884,836) (884,836) －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 (2,814) (2,814) －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権、⑷　未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑸　投資有価証券
　株式は取引所の価格を時価としており、債券他は取引金融機関から提示された価格を時価としておりま
す。なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評
価しております。

⑹　長期預金
　長期預金の時価については、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑺　支払手形及び買掛金、⑻　電子記録債務、⑼　短期借入金、⑽　未払金、⑾　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑿　長期借入金
　これらは変動金利による借入であり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大き
く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によってお
ります。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額528,025千円）及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額202,064
千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるため、「⑸　投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 723円66銭
２．１株当たり当期純利益 52円08銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　該当事項はありません。

　なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの……………………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております。）
　なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融
商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を決算日の損益に計
上しております。

時価のないもの……………………移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品・原材料・貯蔵品………………移動平均法
仕掛品…………………………………先入先出法
産業機械の製品・仕掛品……………個別法

３．デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物…………………………………３年～50年
機械装置……………………………５年～12年

無形固定資産
　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。
リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用しております。
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５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため、支給対象期間に応じた支給見込額を引当計上しております。

⑶　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異は、10年に
よる定額法により、発生した期の翌事業年度から処理しております。

⑷　役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づく取締役（社外取締役を除く。）に対する当社株式の交付に備えるため、当事業年度
末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

６．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

７．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

表示方法の変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年
度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に
表示する方法に変更しております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 14,935,344千円
２．関係会社に対する金銭債権債務

関係会社に対する短期金銭債権 1,236,200千円
関係会社に対する長期金銭債権 573,200千円
関係会社に対する短期金銭債務 812,179千円

３．決算期末日満期手形の会計処理
　決算期末日満期手形の会計処理については、当決算期末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ
れたものとして処理をしております。当決算期末日満期手形の金額は次のとおりであります。

受取手形 47,810千円
電子記録債務 69,339千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 3,086,176千円
関係会社からの仕入高 1,940,332千円
関係会社との営業取引以外の取引高 517,299千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 2,800,820株

税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産の発生の主な原因

退職給付引当金 570,907千円
関係会社株式評価損 143,939千円
たな卸資産評価損 28,511千円
その他 113,128千円
繰延税金資産小計 856,488千円
評価性引当額 △169,901千円
繰延税金資産合計 686,586千円

２．繰延税金負債の発生の主な原因
買換資産圧縮積立金 169,576千円
その他有価証券評価差額金 20,335千円
繰延税金負債合計 189,912千円
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)の割合 関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 和 光 株 式 会 社 所有
100.0％

当社製品の販売
商品の仕入
資金の貸付
役員の兼務

資金の貸付 ― 長期貸付金
（注１） 296,200

資金の回収 48,000

子 会 社 東洋圧造株式会社 所有
100.0％

製品の仕入
原材料の供給
資金の貸付
役員の兼務

資金の貸付 100,000 長期貸付金
（注１） 277,000

資金の回収 12,000

子 会 社 日東公進株式会社 所有
100.0％

製品の仕入
原材料の供給
資金の借入
役員の兼務

資金の借入 332,000 短期借入金
（注２） 332,000

資金の返済 332,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）和光株式会社及び東洋圧造株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており

ます。
（注２）日東公進株式会社からの資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 594円72銭
２．１株当たり当期純利益 44円56銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

その他の注記
　該当事項はありません。

　なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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